
  令和２年度健全化判断比率等の公表について 
 

 平成 19年６月に「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が公布されました。 

 この法律は、地方自治体の財政の健全性に関する比率の公表制度を設け、その比率に応

じて、財政の早期健全化及び再生等を図るための計画を策定することとし、その計画の実

施促進を図るための行財政改革を行うことにより、地方自治体の財政の健全化に資するこ

とを目的としています。 

 早期健全化及び再生等の計画策定の義務等を含めた全体の法律の施行は平成 21年４月か

ら、財政の健全性に関する指標の公表については、平成 20年４月から施行されました。 

 今回公表するのは、令和２年度決算に基づく①実質赤字比率、②連結実質赤字比率、③

実質公債費比率、④将来負担比率（以下「健全化判断比率」といいます。）と資金不足比

率の５つの指標です。（※各比率の詳細については、用語解説をご参照ください。） 

 健全化判断比率のうち、１つでも早期健全化基準以上となる場合は、財政健全化計画を、

財政再生基準以上となる場合は、財政再生計画を定める必要があります。 

また、公営企業会計において、資金不足比率が経営健全化基準以上となった場合は、経

営健全化計画を定める必要があります。 

 

健全化判断比率及び資金不足比率 

 

 令和２年度決算に基づく八百津町の健全化判断比率及び資金不足比率は、下表のとおり

早期健全化基準及び経営健全化基準を下回りました。 

 ただし、八百津町の財政状況が厳しいことに変わりはなく、引き続き行財政改革を進め、

財政の健全化に取り組んで参ります。 

 

■健全化判断比率 

指 標 八百津町の比率 早期健全化基準 財政再生基準 

① 実質赤字比率 
－ 

（△8.53％） 
15.00％ 20.00％ 

② 連結実質赤字比率 
－ 

（△26.38％） 
20.00％ 30.00％ 

③ 実質公債費比率 5.6％ 25.0％ 35.0％ 

④ 将来負担比率 
－ 

（△40.7％） 
350.0％ － 

 

※実質赤字比率、連結実質赤字比率、将来負担比率はマイナスとなり算定されなかったた

め「－（該当なし）」とし、参考に比率を（△）で表記しています。 

 

■資金不足比率 

会 計 の 名 称 八百津町の比率 経営健全化基準 

水道事業会計 － 20.0％ 

下水道事業会計 － 20.0％ 

 

※資金不足とならなかった会計は「－（該当なし）」で表記しています。 

 また、公共下水道事業特別会計と農業集落排水事業特別会計は、令和元年度から「下水

道事業会計」として、公営企業法適用会計となりました。 



 

  用語解説 

 

・実質赤字比率 

 一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率です。15％以上で財政健

全化団体に、20％以上で財政再生団体となります。 

 

・連結実質赤字比率 

 全会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率です。20％以上で財政健全化

団体に、30％以上で財政再生団体となります。 

 

・実質公債費比率 

 一般会計等が負担する元利償還金等の標準財政規模に対する比率で、一部事務組合への

負担金や公営企業会計に対する繰出金のうち元利償還金相当分なども要素に加えられてい

ます。 

 早期健全化基準については、市町村・都道府県とも、地方債協議・許可制度において一

般単独事業の許可が制限される基準であった 25％とされています。 

 財政再生基準は、市町村・都道府県とも、地方債協議・許可制度において、公共事業等

の許可が制限される基準であった 35％とされています。 

 

・将来負担比率 

 地方債の残高をはじめ一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対す

る比率です。350％以上で財政健全化団体となります。 

 ※財政再生基準は設けられていません。 

 

・資金不足比率 

 公営企業会計の資金不足額の事業規模に対する比率です。20％以上で経営健全化団体と

なり、公営企業の経営の健全化を図る計画を策定しなければなりません。 

 

・標準財政規模 

 地方公共団体の標準的な状態（通常の行政サービスを提供）で通常しゅうにゅうされる

であろう経常的一般財源の規模を示す指標で、普通交付税や地方税が主なものです。自治

体の財政状況を一定の基準で分析する場合などに利用されます。 

 

 



○健全化判断比率の算出

※「実質収支比率」が黒字の場合、「実質赤字比率」は負の値で表示されます。

＝

①

※「連結実質収支比率」が黒字の場合、「連結実質赤字比率」は負の値で表示されます。

＝

②

③

実質赤字比率 ＝
一般会計等の実質赤字額① -344,650

-8.53% 黒字のため実質赤字比率　「－」
標準財政規模 4,037,314

合　計 344,650

ウ－エ　　　オ

一般会計 7,891,853 7,472,245 419,608 74,958 344,650

普通会計 歳入総額 歳出総額 歳入歳出差引額 翌年度に繰り越すべき財源 実質収支額
ア イ ア－イ　　　ウ　 エ

黒字のため連結実質赤字比率　「－」
標準財政規模 4,037,314

公営事業（特別会計のうち
公営企業以外の特別会計）

歳入総額 歳出総額 歳入歳出差引額 翌年度に繰り越すべき財源 実質収支額
ア イ ア－イ　　　ウ　 エ ウ－エ　　　オ

連結実質赤字比率 ＝
連結実質赤字額①＋②＋③ -1,065,210

-26.38%

国民健康保険特別会計 1,312,996 1,274,297 38,699 0 38,699

介護保険特別会計 1,155,226 1,096,515 58,711 0 58,711

後期高齢者医療特別会計 186,148 181,436 4,712 0 4,712

合　計 102,122

公営企業（法適用）
流動資産 流動負債 算入される地方債の額 ア－イ－ウ 解消可能資金不足額 資金不足・剰余額

0

134,966

資金不足額 事業の規模 資金不足比率

ア イ ウ　 エ 　　オ エ＋オ　　　カ キ ク キ／ク　　　ケ

－

合　計 618,438

281,796 －

下水道事業会計 72,870 55,530 0 17,340 0 17,340 0

水道事業会計 625,581 24,483 0 601,098 0 601,098

標準財政規模

標準財政規模：地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもの

標準税収入額等 普通交付税 臨時財政対策債発行可能額

4,037,314 1,894,953 1,993,759 148,602
＝ ＋ ＋
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（ ＋ ）－（ ＋ ）

－

（ ＋ ）－（ ＋ ）

－

（ ＋ ）－（ ＋ ）

－

（百万）

ア 15

イ 0

① 15

ウ -1

エ 0

オ -5

カ -41

キ 0

ク 2

ケ 0

② -44

コ ③ 3

サ 11

シ -2

④ 10

ス 165

セ 55

ソ -1

⑤ 218

実質公債費比率 ＝
（地方債の元利償還金①＋準元利償還金②）－（特定財源③＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額④）

標準財政規模⑤－元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額④

100 ＝ 5.42682
実質公債費比率3,806,837 527,183

平成３０年度
465,932 254,944 15,712 527,183

×

（３ヶ年平均）

令和元年度
463,626 285,759 14,604 518,382

× 100 ＝ 6.55571

4,037,314 527,764

5.6 ％
3,819,308 518,382

令和２年度
478,655 242,327 17,540 527,764

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 対前年増減

× 100 ＝ 5.00571

0

ア－イ 465,932 463,626 478,655 15,029

　①地方債の元利償還金

地方債の元利償還金 465,932 463,626 478,655 15,029

うち繰上償還に係るもの 0 0 0

0

下水道事業会計の地方債償還の財源に充てられたと認められる繰入金 0 212,618 208,440 -4,178 

　②準元利償還金

水道事業会計の地方債償還の財源に充てられたと認められる繰入金 16,617 10,536 9,992 -544 

簡易水道事業特別会計の地方債償還の財源に充てられたと認められる繰入金 0 0

公共下水道事業特別会計の地方債償還の財源に充てられたと認められる繰入金 183,000 40,642 0 -40,642 

農業集落排水事業特別会計の地方債償還の財源に充てられたと認められる繰入金 43,821 0 0 0

一部事務組合等の起こした地方債償還の財源に充てたと認められる負担金 11,506 21,963 23,895 1,932

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの 0 0 0 0

ウ＋エ＋オ＋カ＋キ＋ク＋ケ 254,944 285,759 242,327 -43,432 

　③特定財源 公営住宅使用料 15,712 14,604 17,540

161,679 -2,082 

サ＋シ 527,183 518,382 527,764 9,382

2,936

　④普通交付税基準財政
     需要額算入額

①地方債の元利償還金に係るもの 359,171 354,621 366,085 11,464

②準元利償還金に係るもの 168,012 163,761

54,382

臨時財政対策債発行可能額 191,649 149,533 148,602 -931 
　⑤標準財政規模

標準税収入額等 1,748,277 1,730,398 1,894,953 164,555

普通交付税額 1,866,911 1,939,377 1,993,759

ス＋セ＋ソ 3,806,837 3,819,308 4,037,314 218,006
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※分子である「将来負担額」が負数の場合、「将来負担比率」は負の値で表示されます。

－　（ ＋ ＋ ）

－

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

ク

ケ

コ

サ

シ

組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額 ス

①

②

③

④

⑤

⑥

将来負担比率 ＝
将来負担額①－（充当可能基金額②＋特定財源見込額③＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額④）

標準財政規模⑤－元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額⑥

将来負担比率

= -40.7% 将来負担額負数のため将来負担比率　「－」
4,037,314 527,764

6,566,913 2,909,627 37,955 5,051,072
× 100

令和元年度 令和２年度 対前年増減

　①将来負担額

一般会計等の年度末地方債現在高 3,268,692 3,225,744 -42,948 

公共下水道事業特別会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額 0 0 0

農業集落排水事業特別会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額 0 0 0

債務負担行為に基づく支出予定額 0 0 0

簡易水道事業特別会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額 0 0 0

加入する組合等の地方債の元金償還に充てる負担見込額 218,862 234,292 15,430

退職手当支給予定額のうち一般会計等の負担見込額 1,284,393 1,267,907 -16,486 

水道事業会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額 228,626 175,322 -53,304 

下水道事業会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額 2,026,865 1,663,648 -363,217 

連結実質赤字額 0 0 0

0 0 0

設立法人の負債額等負担見込額（土地開発公社） 0 0 0

設立法人の負債額等負担見込額（第三セクター等） 0 0 0

ア＋イ＋ウ＋エ＋オ＋カ＋キ＋ク＋ケ＋コ＋サ＋シ＋ス 7,027,438 6,566,913 -460,525 

　②充当可能基金額 2,609,497 2,909,627 300,130

　③特定財源見込額 公営住宅使用料 59,261 37,955 -21,306 

　④基準財政需要額
　　 算入見込額

5,160,393 5,051,072 -109,321 

149,533 148,602 -931 

3,819,308 4,037,314 218,006

　⑤標準財政規模

標準税収入額等 1,730,398 1,894,953 164,555

普通交付税額 1,939,377 1,993,759 54,382

臨時財政対策債発行可能額

　⑥基準財政需要額
　　 算入額

518,382 527,764 9,382
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○資金不足比率の算出

資金不足比率 ＝
資金の不足額

いずれの公営企業会計も資金の不足額がないため資金不足比率　「－」
事業の規模

公営企業（法適用）

0

資金不足・剰余額 資金不足額 事業の規模 資金不足比率

ア イ ウ　 エ 　　オ エ＋オ　　　カ

流動資産 流動負債 算入される地方債の額 ア－イ－ウ 解消可能資金不足額

キ ク キ／ク　　　ケ

134,966 －

0 281,796 －

下水道事業会計 72,870 55,530 0 17,340 0 17,340

水道事業会計 625,581 24,483 0 601,098 0 601,098
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